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Abstract 
The potential and prospects for interdisciplinary research on the water cycle and biodiversity in the Ryukyu 

Islands are discussed. The biodiversity of the Ryukyu Islands is in critical condition, especially in the terrestrial 

and aquatic ecosystems. The socioeconomic aspects of the island, such as agriculture, tourism, and the 

livelihood of the islanders, as well as changes in the water environment due to climate change, are important 

in implementing these countermeasures. Based on these points, we have identified three key elements of 

interdisciplinary research in the Ryukyu Islands: collaboration with stakeholders, relationships inside and 

outside the islands, and changes in conditions at different points in the past, present, and future, and have 

discussed each of these elements. 
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1. はじめに 

 

太平洋島嶼地域には独特の生態系や景観，さらにそれらに基づく固有の文化に恵まれた地域が多く存在

する。これらの島嶼地域の流域は他の流域と比べて，気候変化をはじめとする自然環境の変化や社会経済の

変化に対して脆弱である 1)。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は気候変動により太平洋島嶼地域は干

ばつや水不足の増加、沿岸部の洪水や浸食、生態系や食糧生産に影響を及ぼす降雨量の変化、人間の健康へ

の悪影響による壊滅的な影響が生じる可能性があることを指摘している 2), 3)。島嶼地域における流域はそ

れ以外の地域の流域と比べて面積が小さい。このことは降水量などの自然環境の変化や，人間による開発や

放棄などの社会経済の変化が流域全体に及ぼす影響が大きいことを意味する。気候変動の影響が顕在化す

る今日において，固有の生態系や景観，文化を維持しつつ持続的な発展を遂げることは島嶼地域の流域にお

ける大きな課題である。また，太平洋島嶼地域においては気候変動の影響やそれに伴う課題が世界に先駆け

て顕在化しているため，これらの解決は世界の他の地域でのモデルケースとなり得る 4)。 

我が国における琉球諸島も上述の特徴を有する太平洋島嶼地域と同じく，固有の生態系や景観，特異的な

文化を持つ流域が存在している。それらを基にした観光業は地域の主要な産業となっている。これらの流域

に対して気候変化に伴う水循環の変化，観光業や農業形態の変化に伴う土地利用の変化は流域の生態系や

景観，それらに基づく文化に様々な影響を及ぼし得る。琉球諸島における流域が抱える諸課題について理解

を進めその解決の方針を探ることは太平洋島嶼地域における課題解決にも資する。我が国は日本・太平洋諸

島フォーラム首脳会議（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/pif/index.html (参照:2023年 6月 1日)）を開催す

るなど，太平洋島嶼国と深いつながりを有している．このこともまた，この課題の重要性を高めるものであ

る。 

 琉球諸島における流域が抱える諸課題に関しては，以下の 2章，3章で示すような様々な学術分野におい

て研究が行われている。多くの課題はいずれかの学術分野の範疇に収まるものではなく，その濃淡には差が

あれども複数の学術分野の知見が必要とされる。特に気候変動の影響が顕在化し，経済のグローバル化に伴

う人や物の移動の広域化が進む昨今においては，従来の学問領域を超えた分析が重要と考えられる。本稿で

は琉球諸島における諸課題に対して水文学，人文社会学，生物学の諸学問分野の融合研究の可能性とその効

果について考察を行うことを目的とする。 

以下本稿では，まず 2 章と 3 章において，学術研究の進展や課題および研究の実装という観点から琉球

諸島における水循環と生物多様性を取り巻く状況についてそれぞれ複数の観点から述べる。そのうえで第 4

章ではこれらの状況を整理すると共に学際研究の可能性と展望について論じる。 
 

2. 琉球諸島の流域における水循環を取り巻く状況 

2.1 水循環とその特徴 

琉球諸島として示される範囲は複数の定義が存在する 5)が，本稿では大東諸島を除く沖縄県全域を指すこ

ととする。これらの地域は北緯 20～30度の緯度帯に位置し，暖流である黒潮が流れる海に囲まれ年間を通

して温暖で多湿な気候である（亜熱帯海洋性気候）。気象庁による予報区分では沖縄本島地方，宮古島地方，

八重山地方に分けられている。南北に長い地域に島が分布していることから平均気温は地域により異なる

が，概ね気温は 1 月前後が最も低く（那覇平均気温約 17 度），7 月が最も高い（那覇平均気温約 29℃）。

年間平均降水量は沖縄本島，宮古島，八重山地方で 2,000mm/月を超える程度である 6)。季節別にみると降

水量は冬に少なく（100mm/月程度），最も多い時期は梅雨期である 5月から 6月と台風の影響を受ける 8月

から 9月である（那覇の 6月と 9月の平均降水量は 280mm/月程度）。 
気候変動が水循環にどのような影響を及ぼすかという点に関しては多くの研究が行われている。例えば

琉球諸島を含む東アジア沿岸域では台風による豪雨が過去数十年間で増加しており，その理由として温室

効果ガス排出による気候変動が影響していることが確認されている 7)。また，海面水位上昇に伴う浸水被害

と渇水は島嶼地域における気候変動の影響として重要な関心事項である 8)。海面水位上昇の予測に比べて島

嶼地域における降水量の変化に関する予測は困難である。気候変動下での島嶼地域の水資源に関する予測

は他の地域と比較して，不確実性が高い 9)。気候変動の予測は一般に数十から数百キロメートルスケールの

空間解像度で行われるが，多くの島嶼地域はこれらの空間解像度に対して十分な面積を持たないため，地形

性の降雨などに対して十分な再現性を得ることが困難である。島嶼地域における気候変動の影響予測は，気

候変動に関する研究においても残された課題と言える。 
琉球諸島は台風や梅雨による短時間の集中的な豪雨が多く，急激な出水が発生しやすい 10)。特に沖縄島

では平地の多くを米軍基地が利用していることも相まって，傾斜地に住宅が多く立地し，大雨による土砂災
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害が多く発生している 10)。沖縄島北部では７～10 月の局所的な豪雨や台風による出水が多いのに対し，沖

縄島中南部では梅雨と台風のどちらにもよる出水が多い。また八重山地方では局所的な豪雨等による浸水

被害が発生することがある 10)。 
 琉球諸島は，平均降水量が全国平均と比べて多い一方，降水量の年々変動が大きい 11)。また河川は流域

や河道の貯留能力が極めて小さく，降雨の多くは海へ短時間で流出する 10)。このためかつては毎年のよう

に渇水による給水制限が行われてきたが，ダムや海水淡水化施設の建設など水資源開発もあり，沖縄島での

給水制限は 1994年以降行われておらず，他の離島地域についても減少傾向にある 12)。 
 水資源に関する問題は島嶼地域に広く共通する課題である。水資源を考慮する際には需要と供給のバラ

ンスが問題となる。島嶼地域とそれ以外の地域における水供給の大きな差は河川からの取水量の差にある．

大陸の場合，河川により離れた地点における降水量を水資源として活用することが出来るが，島嶼地域では

大河川が存在しないため，その地域にもたらされた降雨のみが利用可能な供給源である。供給に関しては海

水淡水化技術の利用も可能であるが 13)，必要となる電力や発電のためのコストを十分に有するかどうかと

いう点に課題が残る。水資源の需要に関しても島嶼地域は他の地域と異なる特徴がある。琉球諸島では観光

業が主要な産業の一つであり，観光開発による水資源利用の変化が島全体の水資源利用可能性を検討する

上でも重要と考えられる。このように，島嶼地域の水資源は気候変化や観光や農業をはじめとする経済や人

口など社会環境変化に大きな影響を受けると予想されるため，これらの変化の傾向と変化への適応が今後

の重要な研究課題となると考えられる。 

 

2.2 水利用―湧水・聖地の変遷 

沖縄島も他の島嶼地域と同様に水資源の確保が重要な課題であり，特に大規模な河川の少ない中南部地

域では井戸や湧水が生活用水として利用されてきた 14)。湧水付近は整備され，上水道が整備された現在に

おいても年中行事の場としても使用されているなど地域に溶け込んでいる 4)。ただし，戦後から本土復帰後

にかけて山原地域に大規模ダムが建設された後，これらの地下水利用の割合は減ってきている。沖縄水道局

(https://www.eb.pref.okinawa.jp/water/73 (参照:2023年 6月 1日))によると，昭和 47年には地下水利用は全

体の 30 パーセントを占めていたが平成 29 年には全体の５パーセントとなり，現在ではダムからの水供給

が 80パーセントを占めている。水供給が改善することにより慢性的な水不足も改善しているが，その一方

で水不足は現在でも深刻な課題として沖縄に横たわっている。その大きな原因は水利用量の増加である。沖

縄水道局（同上）によると人口や観光客の増などにより昭和 47 年と比べて平成 29 年の１日の平均取水量

は約 2倍となっている。2.1節で述べた通り，気候変動による集中豪雨や渇水はダムの水量が不安定なもの

とする。再び深刻な水不足におちいる可能性が高まる現在において，地域の小規模湧水の活用が再度着目さ

れるようになり，行政における計画でも活用やそのための把握が図られている 15)。 

沖縄の集落には必ず複数の湧水や公共井戸がみられる。その水は生活用水だけでなく，農業用水や防火用

水，そして人生儀礼のための神水としても利用されてきた 16)。つまり地下水は沖縄の人々の暮らしと人生

になくてはならないものであり，それが湧き出る場はただの水辺ではなく聖地としても捉えられてきた。湧

水や井戸には必ず拝所が設けられ，水場を汚すことやゴミを放置することを注意する看板には「ここは神聖

な場所である」と明記された湧水地(ウッカガー，金武町)もある。現地をたずねてみると，生活用水を汲む

場というよりはむしろ聖地的な性格を強く帯びた湧水地さえあることが分かる。このような事実は、沖縄地

域の小規模水源の特筆すべき文化的特性を示唆する。 

ダムからの水供給が大部分を占めるようになると，人は湧水から遠ざかるようになった。都市化やゴルフ

場建設などの開発によって地下水量が減少し，水が枯渇した湧水も多い。著者の一人である嶋田がそのよう

な水源の現状について調査を行ったところ，使われなくなった井戸場においてゴミが散乱して荒れている

ケースが確認された。一方で，ある村では使われなくなった井戸の蓋の上に置かれた香炉にまだ新しい線香

が置かれているケースも確認できた。また，湧水を取り巻く景観が近年重要視され，コンクリート造にされ

た井戸がかつての石積造に戻されるケースもあった。水が出なくなった湧水地が「拝井戸」として地域の

「拝所」として今に残るものもある 17)。 

このように，自然と社会の両面の環境の変化にともない，水資源の利用や供給の在り方や湧水地自体の在

り方も変化を続けている。この湧水や井戸を再び地域の水源の 1 つとして見直すとき，同時にそこが聖地

であること，信仰の拠り所であることを明確に意識する必要があると言える。なぜなら，水源としての維持
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管理には，ただルールがあっただけではなく，その場の神聖性が非常に大きな役割を果たしたことは間違い

ないからである。このような伝統的な沖縄地方の水利用の在り方を在来知として見直す意義は大きいと考

えられる。 

 

2.3 農業における灌漑排水と水圏生態系 

 琉球諸島に代表される亜熱帯島嶼地域では，前述の降雨の特徴に加えて，流域面積が小さく河床勾配が急

峻といった地理的条件も影響して，河川の流況は不安定である。琉球諸島は，山地を有する高島と琉球石灰

岩による台地を主とする低島に分類でき 18)，それぞれにおいて特徴的な対策により水資源の確保に取り組

んできた。前者では，沖縄島北部や石垣島におけるダム群の高度な統合運用 19)，ダム間送水 20)，後者では

カー（ガー）と呼ばれる井泉 21), 22)，沖縄島南部や宮古島の地下ダム 23)が有名である。島の地形，地質はそ

こで営まれる農業とも大きな関わりを持ち，高島の山地では酸性土壌である国頭マージ（赤土）が中心であ

るため，パイナップルや柑橘類，低島では弱アルカリ性の島尻マージやジャーガルが主であり，野菜類の栽

培に適している。サトウキビはどちらの土壌においても広く栽培されている 24)。 

 農業のための貴重な水資源の確保や効率的な水利用を実現するために，ダムや頭首工，揚水機場やパイプ

ライン等の水利施設が整備され，地域の農業の発展に大きく貢献してきた。しかしそのような農業農村整備

事業が周辺環境へ与える影響もさまざまな点があり，環境との調和に配慮した事業のための技術指針や手

引きが農林水産省によりとりまとめられている 25)-27)。代表的なものとして水圏生態系，特に魚類相への影

響が挙げられ，河川横断構造物による移動阻害のほか，上流部に形成される淡水域（淵）による魚類生息地

の環境改変もその要因として着目されている 28)。琉球諸島の河川における魚類相の特徴として，純淡水魚

や通し回遊魚に比べて周縁性淡水魚が大部分を占めること，ハゼ亜目魚類が豊富であることが報告されて

いる 29)が，例えば石垣島の宮良川における物理環境と魚類相の分布を対象とした調査では，頭首工やダム

で区切られた河川区間ごとに環境や生息魚種が大きく異なり，河川横断構造物が特に周縁性淡水魚の分布

に影響している様子が報告されている 30)。頭首工に併設される魚道については，構造や設置状況の問題の

ほか，堆砂や転石，流木の対策，除去といった維持管理の観点からも，数多くの課題が報告されている 31), 

32)。設計の際に魚類の巡航速度と突進速度を重視する工学的な視点と，魚類の視点や生活史に基づく生態学

的アプローチとの乖離を指摘する主張 33)もあり，工学的視点と生態学的視点の融合に加えて，既存の魚道

における実態調査や人工構造物における生物の動態に関するさらなる知見の蓄積，さらには行政制度や流

域住民の意識，歴史性等を対象とした社会科学的なアプローチも必要である 34)。魚道の継続的な性能評価，

堆砂や流木の除去，持続的な維持管理に向けては，施設管理者や研究者のみならず，あらゆるステークホル

ダーの参画も有効である。「魚道カルテ」とその手引き書を作成することで，魚道の点検，維持活動を一般

市民とともに実施することを可能にした，岐阜県の「フィッシュウェイ・サポーター制度」35)の取り組みの

ような市民科学的アプローチも，水共生社会の構築に向けて貢献が期待される。 

 琉球諸島における農業と水圏生態系との関わりとしては他にも，赤土等の流出によるサンゴ礁生態系へ

の影響が代表的である 36)。一般的に赤土と呼ばれる国頭マージや島尻マージだけではなく，ジャーガル等

の灰色系の土壌や泥岩も流出が顕著である。赤土等が流出する要因としては，有機物の分解が速く腐植層の

薄い土壌条件や，急傾斜で河川が短いといった地形条件，降雨強度の高い気象特性等の自然的要因と，開発

や営農活動による人為的要因があり，農地からの流出が占める割合は全体の8割を超えるとされている 37)。

農地からの赤土等の流出を防止する手法としては，勾配修正や沈砂池等の土木的対策のほか，営農対策には

緑肥，間作，マルチング（被覆）といった，裸地化の防止や表面被覆，葉柄梱包や植生帯による流出抑制，

株出し栽培や春植え栽培等の不耕起・減耕起栽培があり 37)，それぞれについての効果の検証も進んでいる
38)-41)。しかしながら，その費用面での課題や，対策に必要な資源の投入が非効率である点なども指摘されて

おり 42)，学際的な研究取り組みが今後も必要といえる。また，耕起回数を減らすことによる流出抑制効果

について認知は広がりつつある一方，栽培していない裸地状態の時期でも定期的に耕起して，畑地をきれい

な状態で保たなければならない，といった先入観に近い認識も根強く残るという話も聞く（私信）。対策効

果の実証や知見の共有，費用や労力負担の観点からも，さまざまな分野のステークホルダーとの協働が，農

業と水圏生態系との関わりにおいても求められている。 
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3. 琉球諸島の流域における生物多様性を取り巻く状況 

3.1 琉球諸島の生物多様性とその保全の課題 

九州と台湾の間に連なる琉球列島は「琉球弧」とも言われる約 1,200kmに及ぶ弧状の列島だが，列島にほ

ぼ直交して，北側にトカラギャップ（現在のトカラ列島の悪石島と小宝島の間のトカラ海峡に相当する），

南側にケラマギャップ（現在の沖縄諸島と宮古諸島の間のケラマ海峡に相当する）と呼ばれる水深 1,000m

以上の二本の亀裂が発達している。この２つの亀裂は今から約 200 万年前の新第三紀鮮新世後期に琉球列

島が大陸の辺縁部であった頃のそれぞれ前者が古黄河，後者が古揚子江の河口にあたるとされており 43)、

この２つの亀裂を堺にして北・中・南琉球の３つの地域に分けられる。トカラ海峡は，生態学や生物地理学

の観点から「渡瀬線」と呼ばれ，動物地理学ではこの「渡瀬線」を境に哺乳類，両生・爬虫類，昆虫類など

の陸棲動物相が大きく異なるため，旧北区と東洋区の境界とみなされてきた 44)。また，植物相においても

「渡瀬線」が日本本土と中・南琉球の植物相の境界であり，生態学的には暖温帯と亜熱帯の境界でもあると

されている 45)。  

琉球諸島が位置する北緯 24〜30度付近は亜熱帯気候に区分される地域であり，モンスーンの影響で降水

量が多い東アジアでは照葉樹林（ブナ科を主体とする常緑広葉樹）が発達している。しかし，世界的に見れ

ば，これはむしろ例外的で，亜熱帯地域のほとんどは砂漠や乾燥した草原となっている。照葉樹林は，湿潤

な東アジア地域を特徴づける生態系であり，豊かな生物多様性を育んできた 46)。照葉樹林帯はそこに生活

する人類の生活にも大きな影響を与え，日本の基層文化をなす要素の多くが，中国雲南省からネパール・ブ

ータンに至る照葉樹林帯を基層とする東亜半月孤を起源とする照葉樹林文化にあるとされる 47)。 

しかし一方で，照葉樹林文化の基層となった東アジア大陸部の照葉樹林は，人類の生活圏と分布が重な

り，有史以前からの土地利用に伴って改変され続けてきたため，自然植生はすでにほとんどの地域で著しく

分断・矮小化され，その生物多様性も大きな打撃を受けてきた 48)。こうした現状にあって琉球諸島に残さ

れた照葉樹林生態系は世界的に見ても非常に貴重な存在と言える。 

加えて，琉球諸島は，更新世の氷期・間氷期サイクルに伴う海水面の変動によって，近隣島嶼間で分離と

結合を繰り返ことにより，多くの固有分類群を含む多様な生物相を形成してきた。例えば，地球上で最も種

の多様性が高い昆虫類を例にとると，琉球諸島に奄美地域を加えた地域（以降では奄美・琉球地域とする） 

からは約 8100 種の昆虫類が記録されているが，これは日本全体（約 30,000 種）の 27％に当たる。面積で

見れば奄美・琉球地域は日本全体の 1％にも満たない地域であり，いかにこの地域に多くの昆虫類が生息し

ているかがうかがえる。また，これら奄美・琉球地域の種の属性に注目すると，東洋区系が全体の 39.8％

と最も多く，次いで奄美・琉球地域の固有種も 26.7％に上る 49)。 

固有種に関して見ると，近縁種が奄美・琉球地域の近隣の島嶼には分布せず，大陸など遠く離れた地域に

分布する「遺存固有種」と，近縁種が奄美・琉球地域内の近隣の島嶼に分布する「新固有種」の両方のタイ

プが存在している点も本地域の大きな特徴である。前者の「遺存固有種」は，かつて大陸や近隣地域にも広

く分布していた祖先種が様々な要因でほとんどの地域で絶滅し，奄美・琉球地域にだけ残ったタイプの固有

種であり，後者の新固有種は琉球列島に隔離された後にさらに種分化が進んだタイプの固有種である。  

奄美・琉球地域の典型的な「遺存固有種」は，哺乳類では奄美大島と徳之島のアマミノクロウサギ

(Pentalagus furnessi)，鳥類では奄美大島のルリカケス (Garrulus lidthi)，昆虫では沖縄島北部のヤンバルテ

ナガコガネ（Cheirotonus jambar）など，いずれも奄美群島と沖縄諸島を含む中琉球地域に分布している 50), 

51)。これら中琉球の遺存固有種に関しては，近年の分子系統解析の結果から，従来の推定よりも古く，大陸

の東縁が島嶼化する過程で，遅くとも後期中新世(約 1,200 万年前〜約 500 万年前)までには大陸や北琉

球，南琉球の陸棲動物相からの隔離が成立し，継続したと考えられており，中琉球が大陸から分断される以

前に大陸内の地形的・環境的要因等で隔離されていた可能性も指摘されている 52), 53)。 

後期中新世〜更新世初期(約 1,200 万年前〜約 200 万年前頃)には，奄美・琉球地域を含む琉球列島が

形成され，島弧が成立したと考えられているが，その後の気候変動に伴う海面変化で，奄美・琉球地域の近

隣の島嶼間で分離・結合が繰り返された結果，島嶼間の種分化が進み，新固有のタクサ（種や亜種）が生ま

れた。中琉球では，奄美大島のアマミトゲネズミ（Tokudaia osimensis），徳之島のトクノシマトゲネズミ（T. 

tokunoshimensis），沖縄島北部のオキナワトゲネズミ（T. muenninki）のトゲネズミ属の３種，アマミイシカ

ワガエル（Odorrana splendida)とオキナワイシカワガエル（O. ishikawae），アマミマルバネクワガタ
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（Neolucanus protogenetivus）とオキナワマルバネクワガタ（N. okinawanus）など，遺存固有な系統が奄美群

島や沖縄諸島でさらに種分化した事例が見られる 54), 55)。このように，遺存固有かつ新固有な系統が見られ

ることは，中琉球の生物相の隔離が長いことを表している。  

奄美・琉球地域のうち，南琉球の陸棲動物相は，近年の分子系統解析の結果から，後期中新世に中琉球と

分断され，さらにその後，鮮新世(約 500 万年前〜 約 260 万年前)の間に，大陸との分断や台湾島との一

時的な接続を経て形成されたと考えられる 53)。 このため，南琉球の動物相は，ヤエヤマセマルハコガメや

キシノウエトカゲ，ヤエヤママルバネクワガタ，ヤエヤマノコギリクワガタなど，近縁な種・亜種が中琉球

よりも，台湾や大陸の対岸（東部）に見られる固有種・亜種に多い 51),55),56),57)。  

これまで見てきたように，奄美・琉球地域は，島嶼という隔離された条件に加え，地史や自然環境の多様

性により，多くの生物が島に固有の進化を遂げてきた。この世界に類を見ない貴重な生物相が高く評価さ

れ，奄美・琉球地域のうち，奄美大島，徳之島，沖縄島北部，西表島の４島は 2021年８月世界自然遺産と

して登録された 58)。しかし，一方で琉球列島の生物多様性は危機的な状況にある。すでに述べたように，

貴重な琉球列島の照葉樹林は観光や農地開発のために伐採され，豊かな水生昆虫相を育んできた水田は後

継者不足から放棄され消失の一途を辿っている。温暖な気候のため，定着し蔓延する外来種も多い上に，世

界自然遺産登録による観光客の増加に伴うオーバーユースという新たな懸念材料もある。近年，多数の分子

系統学的知見がもたらされている陸棲脊椎動物に比べて，本地域の昆虫類に関する研究は大きく立ち遅れ

ている。こうした状況にあって，琉球列島の昆虫類保全と持続的利用をめざした実効的なシステムを構築す

るためには，琉球列島の昆虫相の起源や成立の過程，種分化の様相を解明するとともに，ESU（進化的に重

要な保全単位）の検出とそれに基づく保全管理ユニットの設定などが不可欠である。 

 

3.2 琉球諸島の陸水環境と在来・外来両生類の分布 

九州と台湾の間に連なる琉球諸島の大部分の島々は，過去に大陸と陸続きだった大陸島であるため，洋上

分散のできない純淡水魚や両生類も生息し 56)，それらの動物には島嶼間でも遺伝的な分化がみられる 59)。

また，動物地理区としては旧北区と東洋区に属し，東南アジアなどで多様化している生物が多く分布するこ

ともこの地域の生物相の特徴である。北緯 25-30度という他地域では乾燥地の多い緯度帯にもかかわらず，

周辺の海洋や季節風の影響で，湿潤な気候が維持され，独自性の高い陸棲生物の生息環境が維持されてきた
45)。一方，もともと平坦な土地の少ない島嶼地域の琉球諸島では，陸水環境は少数の小規模な湿地と河川な

どに限定されており 61)，他地域に比べると小規模なこれらの陸水生態系が，この地域の在来生物の生息の

上で極めて重要な役割を担っていると考えられる。 
琉球諸島の中でも人口密度の高い沖縄本島は，人間の活動の影響などにより，こうした身近な陸水環境が

様々な要因で危機的な状況にある。たとえば，人工的な陸水環境を創出する水田は減少の一途をたどってお

り，沖縄県の水田の作付面積は，12,500ha (1955年)であったものが，現在はその 10分の 1以下まで減少

している 62)。陸水環境の消失と同様に大きな問題として挙げられるのが，国内外から持ち込まれた外来生

物の影響である 60), 63)。奄美・琉球の外来生物の問題の特徴は，温帯性の生物に加えて，熱帯や亜熱帯性の

生物も野外に定着して外来生物になりうることである。国内の他地域の多くでは，定着できない国外の生物

でも琉球諸島では侵略的な外来生物となり，固有の生態系や生物に多大な影響を与えていると考えられる。

実際に，沖縄県だけで侵入・定着した外来生物の種数は 1,350種を超え（沖縄県外来種対策指針），国内で

も有数の外来生物の侵入地域になっている。これらの多数の外来生物のうちで，実際に野外で増加して大き

な生態的影響をもたらす種は限定的であると考えられるが，潜在的に外来生物の問題に関して大きなリス

クを抱える地域といえる。さらに，この地域に生息する在来種には固有種も多くおり，この地域の個体群の

絶滅が，種としての絶滅に直結するものもあり，外来生物が在来生物に与える影響は他の地域よりも概して

深刻である。 

 著者である富永と中村をはじめとする研究グループでは在来の生態系の保全と在来種の保護のため，外

来の両生類，魚類，水生植物など奄美・沖縄の水辺の外来生物の問題解決のため，その影響評価や駆除手法

の検討を行ってきた。これまでに主に行った水辺の外来両生類の中では，ウシガエル（Lithobates catesbeianus）

が，水辺の在来生物に対して影響が大きいことがわかってきた。本種は，多くの水生昆虫を捕食するほか，

在来の多くの両生類，さらに爬虫類まで捕食することが明らかになった 64), 65)。これらの影響を軽減するた

めに，沖縄本島の北部の主要なウシガエルの繁殖地では駆除や繁殖の抑え込みを試みてきた。ウシガエルの

駆除により，調査池のウシガエル個体群はほぼ消滅しつつあり，調査池では水生昆虫の顕著な増加が見られ

ている 66)。このほか，別のある池では，繁茂することで水辺のもともとの生態系を破壊してしまう外来水
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草オオフサモ（Myriophyllum aquaticum）の駆除実験も行っており，オオフサモの極低密度化が達成され，そ

れと共に在来の水草などが顕著に回復しつつある。ウシガエルとオオフサモともに，手間をかければ小規模

な地域での根絶は難しくなく，これらを進めることにより，在来生態系の回復過程を調査していく必要があ

る。 

 

Fig. 1 A pond on Okinawa Island after the extermination of the Parrotfeather watermilfoil. Esthwaite 

Waterweed recovered after extermination. 

 

3.3 琉球諸島における水生昆虫の危機的現状とその減少要因と再生への道 

近年，国内各地でトンボ類やゲンゴロウ類などに代表される止水性水生昆虫の激減が観察されているが，

これは琉球諸島を含む南西諸島などでも例外ではない。減少要因としては以前から環境破壊の要因として

知られていた池沼の埋め立てや，侵略的水生外来生物（琉球諸島では，ティラピア類（Oreochromis niloticus），

カダヤシ（Gambusia affinis）などの魚類，オオフサモ（Myriophyllum aquaticum），ホテイアオイ（Eichhornia 

crassipes），熱帯スイレン（Nymphaeaceae sp.）などの外来植物），排水流入などによる水質悪化，護岸など

の影響がある。さらに近年明らかになってきたのが，本州のアカトンボ類の激減要因として注目された「ネ

オニコチノイド系農薬」による影響である 67)。同農薬による環境影響は，既存の農薬と比較しても水生昆

虫に大きな影響を与えることは実験水田の検証などでも明らかである。さらに土壌吸着した化学物質の分

解が遅く，たとえ使用を停止しても，長年にわたる影響を与えることが指摘されている 68)。 
 著者である苅部らは現在，同地域でも農薬汚染の実態調査を展開しているが，作業仮説において懸念され

たとおり，絶滅危惧種の生息地を含む里山環境で広く検出されることが分かってきている。検出される薬剤

も多剤であることが多く，影響が強く懸念される状況にある。本薬剤の影響は最初におもに水田に生息する

アカトンボ類から確認されたため，その薬剤による影響は水田生態系が中心であると考えてしまう傾向が

みられるが，現在の同農薬使用実態は水稲だけではなく，畑の作物や身近な殺虫剤まで多岐に渡っている。

そのため，影響も水田周辺だけではなく，サトウキビ畑周辺でも確認されている（苅部ら未発表資料）。 
 環境省レッドリストの改訂時期に当たる現在，著者である苅部らは同地域の水生昆虫相の現況調査を進

めている。その結果，国内では同地域にしか生息していない種の中で，すでに 2種（コウトウコガシラミズ

ムアシ Haliplus kotoshonis ，ニセコケシゲンゴロウ Hyphydrus orientalis）が 2010年代に国内絶滅した可能性

が高いことが明らかになった。いずれも体長数 mm程度で，一般の関心を引かない種類である。さらに昆虫

の中でもマイナーな水生昆虫調査者がほとんど存在しない地域であるため，このような危機的な実態に気

が付くのが遅れた可能性が示唆される。また，絶滅予備軍といえる残存産地が 10か所程度に減少している

種（例えば，マダラアシミズカマキリ Ranatra longipes ）もかなりあることを確認している。これらの多く

は 20年ほど前まではかなり普通に生息していた種であり，多様な環境での激減は「水」という彼らの生息

に不可欠な基盤を破壊していったことで生じた何よりの証拠である 69)。 
このような危機的現況の中，残された個体群の保全はどのように取り組むべきかを模索している。現存，

生息地のほとんどは，調査の結果農薬汚染の中にあり，また外来種の管理を展開することも，もともと同地

域は人口も少なく，地域が核になって継続した活動を実施することが難しい立地であるのという実情があ

る。こうした実態の中，環境再生の試行として，ある程度のインターバルがあっても駆除効果がある外来水

草の管理を実施し，さらに，農薬汚染から逃れる視点から，環境再生から環境創出へと舵を切っている。つ
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まり，現在侵略的外来種が生息している場所での駆除管理や，水質改善を図るのではなく，それらの心配が

少ない立地（古く放棄された水田跡など）を選択して，水生生物の新たな生息地を創出する手法である。 
すでに著者である苅部らによって人工的な池の造成に着手した事例では，造成後飛来定着した種が多数

生息するようになり，同池への系統保全個体群の導入試験の着手にも至った。継続的に予算と人が多く投入

できる現場であれば，域内の現状を改善していく手法は有効であることがあるが，今回の琉球諸島のような

遠隔地でかつ，専門家による頻度の高い管理が事実上不可能な場所では，今後，上記のような新たな視点，

新たな手法での良好な水環境創出が効果を上げる可能性は高い 69)。 
里山の水辺環境は，劣化要因として気候変動による干ばつやゲリラ豪雨による出水の被害も多く見られ

るようになっており，さらに管理放棄によるため池周辺の樹木被陰の影響など，既述した劣化要因に加えて

状況は悪化していくばかりである。 
絶滅危惧種をこれ以上絶滅させないためには，残された生息地の域内保全は急務であるが，上記のような

新たなアプローチによる環境創出や再生も視野にいれ，同時並行に実施することが重要である。 

 

3.4 琉球諸島に生息する希少水生昆虫の現状と生息域外保全 

前述のとおり，琉球諸島において数多くの水生昆虫が危機的状況に追い込まれている。ただし，このよう

な生息地の消失や個体数の減少は水生昆虫に限ったことではなく，ほぼすべての陸水生物に当てはまるも

のと考えられ，実際に琉球諸島では，両生・爬虫類や淡水魚，淡水貝類や水草など様々な生物群において絶

滅や減少が報じられている 70), 71)。またその一方で，前節にて紹介されているとおり，減少の要因解明や湿

地の再生や創出など，効果のある対策事例も知られるようになってきた。 
しかし，琉球諸島の陸水環境における生物圏は現状として壊滅的な状況にあり，その再生には途方もない

時間と労力をともなう。そのうえ，回復するまで手をこまねいている間にも確実に絶滅は進行している。生

態系におけるピースともいえる「種」が一度失われてしまうと，仮に生息環境が回復したとしても，そのピ

ースを埋め直すことは原則として不可能である。しかし，それを可能とする唯一の手段が生息域外保全であ

る。 
生息域外保全とは，人間による飼育・成育下での人工的な手法によって種を絶滅から防ぐ方法である 57)。

ただし，単に飼育下で個体数を増やすだけではなく，最終的には増やした生きものを生息地に戻す野生復帰

の取り組みも必要である。この生息域外保全の意義は，当然のことながら絶滅を回避できることである。飼

育下で効率よく繁殖させることができれば多くの個体を得ることが可能であり，野生下で絶滅もしくは絶

滅に瀕した場合でも，野生復帰させることで個体数を回復させられる可能性がある。 
 著者である北野らは，種の保存法における国内希少野生動植物種の指定種を中心に，原則として飼育が禁

止されている種においては然るべき申請を済ませたうえで，10 種ほどの水生昆虫の生息域外保全を実践し

ている。中でも近年特に力を入れているのが，フチトリゲンゴロウ(Cybister limbatus )とタイワンタイコウチ

(Laccotrephes grossus )である 72)。 

 フチトリゲンゴロウは，国内では琉球・奄美に分布するゲンゴロウ類の最大種である。かつてはトカラ列

島宝島以南の複数の島で生息が確認されていたが 2010年以降の確認地点はごくわずかとなり，個体数も少

ないことから，2011 年には種の保存法における国内希少野生動植物種に指定された 74)。ただし，その後も

生息状況は改善されず，現在はほぼ野生絶滅の状態にある。著者である北野らによる取り組みでは，2007年

より飼育下での繁殖に取り組み始め，2012 年より現在に至るまで 2 島の個体群を由来とした生息域外保全

を継続している。年によって個体数の増減はあるものの近年は毎年 100 個体近く（2022 年度には 300 個体

以上）の新成虫を得ることに成功している。さらに危険分散を目的として，2019 年からは環境省の許可を

得たうえで伊丹市昆虫館，観音崎自然博物館，アクアマリンいなわしろカワセミ水族館に譲渡した。いずれ

の館においても，繁殖の成功が確認されており，飼育下における絶滅のおそれは当面免れることができたと

言える。 
 タイワンタイコウチは，国内では琉球の八重山諸島に分布する大型の水生カメムシである。2010 年以降

激減し，いずれの地域（島）でも絶滅の危機がきわめて高い状況となっていることから，2021 年には国内

希少野生動植物種に指定された 74)。著者である北野らは 2016年より飼育下での繁殖に取り組み始め，2018

年より現在に至るまで西表島の個体を由来として生息域外保全を継続している。やはり年によって個体数

の増減はあるものの毎年数十個体（2022 年度には 100 個体以上）の新成虫を得ることに成功している。現

在のところ他機関への譲渡には至っていないが，今後は複数機関での生息域外保全や，現地への野生復帰の

取り組みが必要といえる。 

陸水環境における生物圏の回復に向けては，生息域外保全によって十分な個体数を確保するだけではな
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く，環境省と連携のもと，今後は積極的な野生復帰の取り組みが必要である。しかし，その取り組みに関す

る事例は未だ少なく今後増加することが期待される。失われたピースを一つずつ埋めることができれば，琉

球・奄美の陸水環境におけるかつての生物圏への回復が徐々に進むと考えられる。 

 

4. 学際研究の可能性と展望 

上述の通り琉球諸島の水循環と生物多様性に関する諸問題に対しては各学術分野での知見やその社会実

装例が蓄積されている。それらの蓄積からは，水循環に関しては気候変動や観光業をはじめとする社会経済

の変化，それらの変化の下での湧水の在り方や湧水を取り巻く在来知，農業が水圏環境や生物に及ぼす影響

のそれぞれに関する重要性が指摘された。生物多様性に関しては陸水生態系の危機的な状況とそれへの対

応としての外来種駆除，新たな生息地の創出，生息域外保全に関する取り組みの重要性が指摘された。 

2章と 3章で示した内容を基に，琉球諸島の水循環と生物多様性の諸問題について，地球圏―生物圏―人

間圏の 3つの圏域と，過去から現在そして将来に至る時系列の 2つの観点から整理を行った(Fig.2)。この

図から，豪雨や渇水など地球圏の要素，住民の生活用水の確保や農業・観光業などの人間圏を構成する要素，

流域生態系や生物多様性などの生物圏の要素が相互に関連しながら推移し，それらの複数の要素が生物多

様性の損失に結び付いている様相が認められる。そして，生物多様性の保全・再生・創生・域外保全などの

取り組みが進められている。 

このように，琉球諸島の水循環と生物多様性を巡り，地球圏―生物圏―人間圏の諸要素が複雑に関連しな

がら変化している現象を捉える視点として必要とされるものは，第一にステークホルダーとの協働であり，

第二に島内外の関係である。またこれらの二点とも関連するものとして，第三に過去，現在，将来にわたる

状態の変化が挙げられる。 

ステークホルダーとの協働が持続可能な水循環や生物多様性の実現に向けて重要であることは論を俟た

ない。上述（2.3節）の通り，耕起回数を減らすことによる流出抑制効果など，科学的に明らかとなった知

見であっても慣習により実装に至らない事例は多数存在する。これらの実装に向けては学術研究の成果を

研究者以外にも理解しやすく伝えるための努力が必要である。このためには，各分野による専門家に加えて

科学コミュニケーションや環境教育といった側面での学際的取り組みが有益と考えられる。また，解決に時

間を要する事項に関しては，将来像と合わせた長期ビジョンの提示も重要な課題となる。気候変動予測分野

で進む将来予測情報なども踏まえて，想定される様々な将来像を示し，どの将来像を目指すべきかという目

標を据えること，さらに，その目標に向けた道筋を探るバックキャスティングの方法論を検討することが学

際研究として重要と考えられる。 
島内外の関係についての検討も重要である。琉球諸島における諸課題を考えるに際しては琉球諸島と日

本の本州や世界との繋がりや影響を無視することはできない。例えば水資源に関しては，島内で必要な農作

物を島外で生産して輸入することにより，本来島で必要であった水を輸入したことと同等の効果が得られ

るという仮想水（バーチャルウォーター）75)の考え方が有益である。本来島で必要であった稲作を島外で生

産し輸入することにより，島内の水資源の消費を減らすことが出来る。ただしこのことは，島内における水

田の減少を意味し，水田やため池に関連する生態系への影響についても関連している。また，琉球諸島にお

ける主産業の一つが観光業であることも島内外の関係を考える上で重要である。島内のステークホルダー

の決定に島外からの印象という要素がより強く加味される。観光やその他活動を通じて島外からの支援が

増えることは，島単独では実現困難な事項の達成を強力に後押しする可能性がある。 
過去，現在，将来の異なる時点における状態の変化の重要性についての検討も重要である。水循環に関し

ては「水利用―湧水・聖地の変遷」にて述べられた通り，気候変動による水資源の供給の変化や社会変化に

よる需要の変化が将来に向けて進む中で，過去の水循環の在来知を踏まえた対応の重要性が増すと考えら

れる。水循環のみならず生物多様性やその他の諸課題に対しても，気候変動や社会経済変化を踏まえた将来

予測およびバックキャスティングを行う際は，過去から現在への変化の考慮の有無がステークホルダーや

島外からの視点に対する説明で重要になると考えられる。例えば歴史文献の活用，気象プロキシ資料（例え

ば，年輪）の活用，水文気象シミュレーションによる再現や予測など，各学術分野で構築された様々な手法

を持ち寄り過去や現在，将来の水循環や生物多様性の姿を描き出す学際研究が重要である。 
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Fig. 2 Factors Related to Changes in Watershed Ecosystems in the Ryukyu Islands 
 

5. おわりに 

我が国における島嶼地域の一つである琉球諸島において水循環と生物多様性に関する学際研究の可能性

と展望について考察した。琉球諸島の生態系，特に陸水生態系は危機的な状況にあり，それらに対する対策

が急がれている。この対策を行う上では気候変動による水環境の変化に加えて，農業や観光業さらには島に

おける人の暮らしといった社会経済の側面も重要となる。このような点を踏まえ，琉球諸島における学際研

究の鍵となる要素としてステークホルダーとの協働，島内外の関係，過去，現在，将来の異なる時点におけ

る状態の変化という 3 点を挙げそれぞれについて考察を行った。陸水生態系に関連した取り組みは上述の

とおり学術研究やその実装として複数の取り組み例があるが課題も多い。ここで上げた 3 点はその課題の

解決に資する内容であり，学際研究が求められている内容である。学際研究の重要性は広く認識されている

が，その実施は容易ではないことが多い。その第一の壁は学術分野間の目的や手法の違いによる意思疎通の

難しさである。本稿では琉球諸島を対象とする水循環と生物多様性に関連する研究事例を紹介した。このよ

うな相互理解の試みが学際研究，ひいては琉球諸島における課題解決に資するものであると期待したい。 
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